
 

   

  

  

                                                   

 

 

財産評価基本通達（評価通達）25の定める借地権価額控除方式は、底地の価額をその地域の借地権取引の状況等を踏まえて定められた借地権割合を 

乗じて算定される土地の借地権価額との相関関係において捉え、自用地としての価額から借地権価額を控除して残余の土地の経済的価値を把握しようと 

するものであり、このような考え方は、底地の客観的交換価値に接近する方法として相応の合理性を有していると認められる（最高裁：平成30年11月15日 

決定）としています。 

以上のことから、貸宅地を相続する場合には、財産評価基本通達（評価通達）25の定める借地権価額控除方式により算出された価額によって評価し、 

特別の事情がない限り、鑑定評価額を底地の時価とすることは、相続税の評価においてはほぼ認められることはないと考えられます。 

● 貸宅地の対策 

鑑定評価において求める価格は正常価格（＝市場において誰が売り買いしても等しく成り立つ客観的な価格）が原則です。 

底地の正常価格を求めるという場合、その前提には、底地の買主は借地人以外の第三者であり、買主は借地人が居付きの状態で当該土地を買い取ることが条件と 

なっています。このような状況を踏まえた場合、よほど高額な地代を徴収している土地でもない限り、底地の市場性は著しく劣るといえるでしょう。そのことから、 

第三者間での取引の場合、所得税法上の底地の時価は、正常価格を基に算定された鑑定評価額によって取引しても課税上の問題は生じないものと考えます。 

 

 貸宅地を相続する場合の相続税評価額は、借地権価額控除方式によることになるため、生前に貸宅地は同族法人へ譲渡することで相続税評価額以下の「時価」に 

よって換金することができ、相続財産の減額に役立ちます。 

● 底地の価格の目安 

 求める方式 具体的計算例 底地の価格（注） 

相続税の計算 借地権価額控除方式 
更地の相続税評価額から借地

権価格を控除する 
100 

第三者へ譲渡する 底地の正常価格 
更地価格から借地権価格及び

市場価値の減退分を控除する 
60 

借地人へ譲渡する 底地の限定価格 
底地の正常価格に市場価値の

減退分を加算する 
80 

（注）底地の価格（相続税評価額）を100とした場合の目安 
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3分で分かる 相続対策のキモ（肝） ～その26～ 

普通借地権の設定されている貸宅地  


